府民協働グループ
１　特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）の認証・認定・監督事務
　　特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）にかかる設立認証及び定款変更認証等の事務を行うとともに、事業報告書等の提出の督促及び設立認証の取消し等の監督を行った。また、平成24年４月１日から特定非営利活動促進法の改正により、認定（特例認定）ＮＰＯ法人の認定（特例認定）事務を行うと共に、大阪市・堺市が法上の所轄庁となった（平成28年度末大阪府全体法人数　3,574法人、内訳：大阪府1,749法人、大阪市1,553法人、堺市272法人）。

（１）設立認証等の状況（平成28年度）（府全体）
　　　　設立認証申請　　　　１５８件（府  86件、大阪市64件、堺市８件）
　　　　認証　　　　　　　　１５１件（府  82件、大阪市61件、堺市８件）
　　　　不認証　　　　　　　　　０件（府　０件、大阪市　０件、堺市０件）

　　　　定款変更認証申請　　２１４件（府105件、大阪市88件、堺市21件）
　　　　認証　　　　　　　　２１０件（府107件、大阪市84件、堺市19件）
　　　　不認証　　　　　　　　　０件（府　０件、大阪市　０件、堺市０件）
　　　　※認証数には、前年度申請分を新年度で認証したものも含む。

（２）認定（特例認定）ＮＰＯ法人の認定等の状況（平成28年度）（府全体）

　　　　認定申請　　　　　　　　８件（府４件、大阪市４件、堺市０件）

　　　　認定　　　　　　　 　 １４件（府５件、大阪市 ９件、堺市０件）

　　　　不認定　　　　　　　　　０件（府０件、大阪市 ０件、堺市０件）

　　　　特例認定申請　　　　　　 １件（府０件、大阪市１件、堺市０件）

　　　　特例認定　　　　　　　　 ０件（府０件、大阪市０件、堺市０件）

　　　　不認定　　　　　　　　　 ０件（府０件、大阪市０件、堺市０件）
　　　　※認定および特例認定数には、前年度申請分を新年度で認定・特例認定したものも含む。

（３）監督の状況（平成28年度）（府が行ったもの）
　　　　事業報告書等の提出の督促　　５０件
　　　　過料事件通知　　　　　　　　１７件
　　　　報告の徴収　　　　　　　　　　０件
　　　　立入検査　　　　　　　　　　　０件
　　　　改善命令　　　　　　　　　　　０件
　　　　設立の認証の取消し　　　　　　２件（３年以上にわたって事業報告書等未提出）

　　　　設立の認証の取消し　　　　　　０件（設立認証を受けた後、６月を経過しても未登記）

　　　　設立の認証の取消し　　　　　　０件（改善命令違反）
・根拠法令等　特定非営利活動促進法

　　　　　　　　大阪府特定非営利活動促進法施行条例
　　　　　　　　大阪府特定非営利活動促進法施行細則

２　「大阪府府民協働促進指針」の具体化
　　地域におけるＮＰＯ法人や社会福祉法人等の自立性を高め、行政や自治会等との協働の取組みにより地域課題の解決を図り、もって共助社会の実現をめざすため、府の基本的な考え方を「大阪府府民協働促進指針」として取りまとめた。（平成26年１月）

大阪府は広域自治体として、下記の取組みを進めるとともに、本指針に基づくＮＰＯ法人や社会福祉法人等の団体の地域の絆を活かした協働の取組みが、課題を抱える人々を下支えることで支える側に回り、その能力を社会で発揮し助け合える、共助社会の実現をめざす。
※共助社会・・・地域課題の解決に向けて、地域で存在するさまざまな団体が協働し、それぞれの持ち場で能力を発揮し、助け合い、支えあう社会

（１）府内市町村との連携強化
　　　府・大阪市・堺市連絡会議を開催するとともに、市町村のＮＰＯ担当者によるブロック別連絡会議の運営に対する支援を行った。

　　　・府・大阪市・堺市連絡会議に出席：１回
　　　・ブロック別連絡会議ＮＰＯ・協働担当職員研修の開催：６回

（２）中間支援組織との連携強化
　　　ＮＰＯと行政の協働を促進するため、府政の動きなどのＮＰＯをめぐる状況について、中間支援組織への情報提供や意見交換を行い連携を進めた。
（３）市民公益税制の実施

　　　大阪府地方税法第37条の２第１項第３号に掲げる寄附金に関する条例に基づき、平成27年１月１日から、所得税の寄附金控除対象である団体からの申請を受け、指定を行った（３号指定）。また、大阪府地方税法第37条の２第１項第４号に掲げる寄附金を受け入れる特定非営利活動法人を定めるための手続等に関する条例（以下、「４号寄附金条例」という。）に基づき、平成27年６月１日から、条例指定ＮＰＯ法人の指定申出の受付を開始し、指定を行った（４号指定）。
　　　　　３号指定　団体数　　１５１団体　(平成28年度末現在)
　　　　　４号指定　団体数　　　　２団体　(平成28年度末現在)
（４）大阪府特定非営利活動法人条例指定審議会の運営

　　　４号寄附金条例に基づく指定手続をする場合等にあらかじめ意見を聴くため、大阪府特定非営利活動法人条例指定審議会を平成27年４月１日に設置した。

　　　平成28年度は対象となる法人がなかったため、開催しなかった。
（５）協働の推進に向けた交流会の実施
　　　市町村とＮＰＯや地域の自治会、企業などの様々な団体がお互いの取組み内容等の情報交換を図るとともに、効果的な協働のあり方を意見交換する交流会を交野市及び熊取町との共催により開催した。
３　大阪版地方分権推進制度による市町村への権限移譲

　　大阪版地方分権推進制度に基づき、特定非営利活動法人の設立認証等事務を一部市町村への権限移譲を実施した。また、権限移譲事務に係る交付金を市町村に交付した。

（１）権限移譲を実施した市町村及び移譲日

　　　　吹田市（平成28年10月１日）

　　※既に権限移譲した市町村

　　　　岬町（平成21年１月１日）

　　　　大阪市、堺市、岸和田市、熊取町（平成22年９月１日）

　　　　茨木市、河内長野市、河南町（平成22年10月１日）

　　　　池田市、富田林市、箕面市、大阪狭山市、豊能町、能勢町、太子町（平成23年１月１日）

　　　　摂津市（平成23年４月１日）

　　　　寝屋川市（平成23年９月１日）

　　　　泉大津市、松原市、阪南市、忠岡町（平成23年10月１日）

　　　　羽曳野市（平成24年１月１日）

　　　　豊中市（平成24年４月１日）

　　　　和泉市、藤井寺市、四條畷市(平成24年９月１日）

　　　　守口市、八尾市、柏原市、門真市、東大阪市、交野市、千早赤阪村(平成24年10月１日）

　　　　高槻市、貝塚市、枚方市（平成25年１月１日）

　　　　泉南市（平成26年１月１日）

　　　　泉佐野市（平成27年１月１日）

　　　　高石市、田尻町（平成27年４月１日）

　　　　大東市（平成27年10月１日）
　　　　

（２）移譲事務市町村交付金

　　　　　　　　　　　　　H26年度　　　　 H27年度　　　　 H28年度
　　　　予　算　額　　　35,607千円　　　38,507千円　　　28,254千円
　　　　決　算　額　　　23,775千円　　　23,839千円　　　24,775千円
　　・根拠法令等　大阪版地方分権推進制度実施要綱

４　消費生活協同組合の指導・監督

　　　　　　　　　　　　　H26年度　　　H27年度　　　H28年度
　　　　予　算　額　　　　404千円　　　269千円　　　247千円
　　　　決　算　額　　　　362千円　　　175千円　　　187千円
　　　消費生活協同組合法に基づき、定款変更等の許認可を行うほか、組合の適切な運営と健全な発展を図るため、必要な指導・監督を行った。

　（消費生活協同組合の状況）　　　　　　　　　　　　　　　　（平成29年３月31日現在）
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	医療
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	小計
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	大学
	小計
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	３３
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（１）許認可業務

　　・許認可件数

	
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	設立、合併、解散認可
	　　　　１件
	　　　　１件
	　　　　２件

	定款、事業規約変更認可
	　　　１７件
	　　　１４件
	　　　１６件

	員外利用許可
	　　　　３件
	　　　　３件
	　　　　１件


（２）指導・監督業務

　　①　実施状況

	
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度
	備考

	法に基づ
く検査
	定期
	１２件
	１９件
	１７件
	生協法
第94条第２項

	
	随時
	０件
	０件
	０件
	

	改善命令
	７件
	０件
	０件
	生協法
第95条第１項第２号

	解散命令
	４件
	４件
	０件
	生協法
第95条第３項


　　②　厚生労働省が実施する消費生活協同組合実態調査への協力
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